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1. はじめに 

近年の豪雨災害における人的被害の状況から依然として

適切な住民避難行動が課題となっている．一方，これまで

多数の統計手法により住民避難行動が分析されてきたが，

適切な住民避難行動促進には至っていない．本研究では，

AIを用いて住民避難行動を分析し，住民避難行動の行動変

容に寄与する要因の抽出を目的とする．具体的には，機械

学習モデルの一つであるニューラルネットワーク(NN)モ

デルを用いて，図 1に示す豪雨災害時の住民避難行動モデ

ルを構築する．また，説明可能なAI（Explainable AI；略し

てXAIと呼ばれている）を用いて，従来はブラックボック

スと言われ，可読性の低かったNN モデルの予測に係る根

拠を示し，住民避難行動に影響を及ぼす要因を分析する． 

2. 使用データ 

本研究では，表 1に示す 3地域の豪雨災害時の住民避難

行動アンケート調査結果をデータとして用いる．なお，調

査データの項目のうち，避難した人やしなかった人に限定

した質問項目は避難行動と連動するため，それらの項目は

モデル構築の対象項目から除外し，個人属性や日常的な災

害への関心など避難行動と連動しない項目のみをデータと

して扱う． 

3. 住民避難行動NNモデルの構築方法 

住民避難行動NN モデルは地域毎に構築する．調査デー

タの内，8割程度を教師データとしてランダムに抽出する．

なお，教師データは避難行動（4 箇所の避難場所と避難し

なかった／できなかったの 6タイプ）を被説明変数とし，

それ以外の項目を説明変数とする．これらのデータを NN

モデルに入力し，誤差逆伝播法により学習させることで，

入力データが選択し得る尤もらしい住民避難行動を出力す

るモデルを構築する． 

4. 住民避難行動NNモデルの再現率 

3 地域の住民避難行動 NN モデルにおける避難行動の再

現率は岐阜で 65.7%，西日本で 74.4%，東日本で 76.0%とな

った．避難行動の再現率は 3地域のすべてで「避難しなか

った」が高く，それ以外の項目が50%を下回り低くなった．

何らかの避難をした行動の再現率を向上させるため，再現

率の低かった項目に関するデータを岐阜県は 2倍，西日本

と東日本は 3倍になるよう複製してモデルを再構築した．

その結果，表 2に示す通り，本研究において重要とされる

避難の選択に関する避難場所の再現率が向上した． 

5. 住民避難行動に影響を与える要因の分析 

5.1 XAIによる分析方法 

NNモデルのようなAIを使った予測分析では，入力と出

力の因果が明示されないブラックボックスであることが課

題であったが，近年説明可能なAI(XAI)というAIの説明可

能性に関する研究が進められている 2)．本研究ではXAIの

考え方に基づき，どのような要因が避難行動に寄与してい

るのかを分析する． 

初めに，PI(Permutation Importance)分析 3)を行う．図 2に

示すように説明変数におけるある 1項目のデータをランダ

ムに入れ替えた際，予測結果が本来のデータを用いた予測

結果に比べて，どれだけ乱れたのかを確認することで，予

 

図 1 避難行動 NN モデルの概念図 

表 1 使用データ 

名称 対象災害  対象地域  データ数  

岐阜 1) 
平成 30 年 7 月

豪雨 

岐阜県関市, 下呂市, 

郡上市, 飛騨市 
2,664 

西日

本 

平成 30 年 7 月

西日本豪雨  

関西・四国・中国  

地方 11 府県  
3,000 

東日

本 

令和元年東日

本台風  

関東・東北地方  

17 都県 
4,000 

表 2 避難行動に対する再現率(%)（データ複製） 

避難行動  岐阜 東日本  西日本  

指定避難所  
59.5 

54.5 59.0 

指定緊急避難所  47.1 55.2 

近所の家  16.7 40.7 58.8 

高台 0.0 7.7 32.1 

垂直避難  29.4 53.3 65.8 

避難しなかった  76.1 80.9 79.7 

避難できなかった  6.7 38.5 26.0 

全体 57.1 66.9 68.8 
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測に影響を及ぼす要因を分析する方法である． 

次に，PI分析で特定した要因がどの避難行動に対する予

測に寄与するのかを特定するため，PD(Partial Dependence)

分析 4)を行う．図 3に示すように，PI 分析で抽出した要因

について，その項目をすべて 0(該当しない)から 1(該当す

る)に変化させた場合の予測結果と本来のデータを用いた

予測結果を比較し，どの避難行動の予測精度が増加するの

かを見ることで要因と避難行動の関係を明らかにする方法

である． 

5.2 PI分析による要因分析 

PI分析の結果を表 3に示す．西日本では，避難を選択し

た人々が被災経験に基づいたリスク認知をしていることや

災害の危険性と避難への関心の関係性がある．東日本では，

災害の実体験や情報の取得という災害への関心を表す項目

が避難に影響している．岐阜では，避難者の情報入手手段

として自治会連絡網やテレビが活用され，過去の水害によ

る自宅被害や事前の避難経路確認という備えが避難に寄与

している． 

5.3 PD分析の結果整理 

PD 分析の結果を表 4 に示す．西日本では，前述したよ

うな避難選択と要因との関係性が明らかとなった．また災

害以前に洪水危険度分布図を確認しなかった人らが「避難

しなかった」の選択に影響を与えており，洪水危険度分布

図を事前確認していない人らは避難意志が弱いと考えられ

る．東日本では，災害時に避難指示（緊急）を取得してい

たことに関して垂直避難のほかに指定避難所に関する変化

率も大きかった．このことから，避難指示（緊急）が避難

の促進に効果的であると考えられる．岐阜では，事前の避

難場所や避難経路の確認，過去の水害による被害，地域と

のつながりが避難の選択に影響をもたらしていること，避

難情報の入手手段にテレビを用いていること，災害への備

えとして飲料水・食糧の備蓄を行っていることが垂直避難

のほかに避難しなかったことへ影響しており，避難意思が

弱い傾向にある人らの特徴であると考えられる． 

6. おわりに 

本研究では，XAIを用いて各地域の豪雨災害時の住民避

難行動に寄与する要因の傾向が把握できた．今後はクロス

集計やカイ二乗検定などの統計分析，ロジットモデルを用

いた避難選択行動モデルとの比較，並びに要因間の多重共

線性を考慮して分析する予定である． 
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図 2 PI分析の概念図 

 
図 3 PD分析の概念図 

表 3 各地域のPI分析結果（変数重要度>0.05） 
地域 項目 変数重要度 

西日本 

洪水危険度分布図を災害後に知って，閲覧した 0.026 

過去に被災経験がある 0.017 

現時点で，自宅が風水害で被害を受ける可能性
は高いと考えている（70~99%） 

0.016 

現時点で，自宅が風水害で必ず被害を受けると
考えている(100%) 

0.015 

東日本 

避難/非避難の時，避難情報は発令されていなか
った 

0.024 

東日本豪雨災害時以前に命を守るために避難を
行ったことがある 

0.037 

本災害時に避難指示（緊急）を取得していた 0.028 

次回，避難勧告が出れば避難を開始する 0.029 

岐阜 

避難に関する情報を自治会連絡網で知った 0.022 

過去の水害によって自宅が半壊した 0.016 

災害前に避難場所，避難経路の確認を行ってい
た 

0.022 

避難に関する情報をテレビで知った 0.025 

飲料水・食糧の備蓄を行っていた 0.020 

表 4 各地域のPD分析結果（影響値が高い避難行動） 
地域 項目 避難行動 変化率 

西日本 

洪水危険度分布図を災害後に知って，閲覧

した 
避難しなかった 112% 

過去に被災経験がある 
指定避難所，高

台 
150% 

現時点で，自宅が風水害で被害を受ける可

能性は高いと考えている（70~99%） 

緊急指定 

避難場所 
189% 

現時点で，自宅が風水害で必ず被害を受け

ると考えている(100%) 
近所の家 186% 

東日本 

避難/非避難の時，避難情報は発令されて

いなかった 
垂直避難 267% 

東日本豪雨災害時以前に命を守るために避

難を行ったことがある 
近所の家 175% 

本災害時に避難指示（緊急）を取得してい

た 
垂直避難 181% 

次回，避難勧告が出れば避難を開始する 
緊急指定 

避難場所 
230% 

岐阜 

避難に関する情報を自治会連絡網で知った 

避難所 
143% 

過去の水害によって，自宅が半壊した 144% 

避難場所・避難経路の確認を行っていた 164% 

避難に関する情報をテレビで知った 
垂直避難 

148% 

飲料水・食糧の備蓄を行っていた 162% 
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